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○奥野医事課長補佐 それでは、定刻となりましたので、ただいまから「医療従事者の需

給に関する検討会 第12回医師需給分科会」を開催いたします。 

 構成員の先生方におかれましては、本日は大変お忙しい中、御参集いただきまして、ま

ことにありがとうございます。 

 初めに、前回、お知らせをさせていただきましたとおり、今回、構成員の追加を行って

おりますので、御紹介させていただきます。 

 まず、ハイズ株式会社代表取締役社長 裵英洙構成員でございます。 

○裵構成員 裵英洙でございます。よろしくお願いいたします。 

○奥野医事課長補佐 続きまして、東京ベイ・浦安市川医療センター集中ケア認定看護師 

戎初代構成員でございます。 

○戎構成員 戎と申します。よろしくお願いいたします。 

○奥野医事課長補佐 また、本日欠席でございますが、医療法人ゆうの森理事長 永井康

徳構成員、医療法人恒貴会訪問看護ステーション愛美園所長 中島由美子構成員にも構成

員として御参加いただけることとなっております。 

 なお、参考資料１に構成員名簿をつけております。 

 続いて、そのほかの構成員の本日の御出欠について御連絡させていただきます。 

 まず、片峰座長、新井構成員、平川博之構成員、福井構成員、松田構成員から、所用に

より御欠席との御連絡をいただいております。また、北村構成員、平川淳一構成員からは、

所用のため、おくれて御出席されるとの御連絡をいただいております。なお、神野構成員

におかれましては、御連絡をいただいておりませんが、間もなく見えられると思っており

ます。 

 本日は、片峰座長が御欠席ではございますが、片峰座長より、森田構成員に本日以降も

含め、座長代理をお願いしたいとお伺いしておりますが、皆様、そのような形でよろしい

でしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○奥野医事課長補佐 ありがとうございます。 

 続きまして、資料の確認をいたします。 

 お手元にお配りしております資料、議事次第の後ろに、まず資料１として「都道府県に

おける医師確保対策の実施体制の強化」、資料２として「医師養成過程における地域での

医師確保」、そして参考資料１として「構成員名簿」をお配りしております。また、参考

資料２でございますが、本日、新井構成員が御欠席ということでございますが、「全国医

学部長病院長会議会長 新井構成員による意見書」ということで御提出いただいておりま

すので、お配りさせていただいているものでございます。 

 不足する資料、乱丁・落丁がございましたら、事務局のほうにお申しつけください。 

 ここでカメラは御退室をお願いいたします。 

 以降の議事運営につきましては、森田座長代理にお願いさせていただきますが、よろし
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いでしょうか。では、森田座長代理、よろしくお願いいたします。 

○森田座長代理 森田でございます。本日は、片峰座長にかわりまして議事を進行させて

いただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 では、早速でございますけれども、まず議題１「都道府県における医師確保対策の実施

体制の強化について」、これについて御審議いただきたいと思いますので、まず事務局か

ら御説明をお願いいたします。 

○久米地域医療計画課長補佐 事務局でございます。 

 資料１を御準備いただければと思います。「都道府県における医師確保対策の実施体制

の強化」というものでございます。 

 １枚おめくりいただきまして、１ページでございますけれども、こちらは昨年６月にま

とめていただきました中間取りまとめのいわゆる14項目と言われるものでございます。 

 今回、この資料の中で御説明申し上げるのは、赤枠で囲っております、４の上の医療計

画の部分と、６の地域医療支援センターの機能強化というところでございます。後で資料

２のほうで、１の医学部、２の臨床研修、７の都道府県から国等への対策の求めといった

ところについてご説明するため、本日は、１・２・４の上段・６・７をテーマとして扱わ

せていただきます。 

 続きまして、２ページ以降でございます。「医師確保計画」の策定についてに進ませて

いただきます。 

 ３ページを開いていただきますと、こちら既に去年の段階から出させていただいている

資料でございますけれども、医療計画の趣旨について御説明しております。 

 真ん中のポツでございますが、医療計画は、全国的には医療資源の総量は一定の水準を

満たすが、それによって地域偏在が解消されるものではないということで、偏在の解消で

ありますとか機能分担・連携といったものを促すという趣旨でつくっている。 

 その下のポツでありますが、「医療従事者の確保に関する事項」についても、この中に

含まれているということでございます。 

 ４ページは、条文ですので、割愛させていただきます。 

 ５ページ、６ページにつきましては、前回御説明させていただきましたが、医療計画の

中では、医師の確保を含め、医療従事者の確保についての十分な記載がなされていない懸

念があるといったことでございます。 

 現状の把握が課題事項の列挙のみになっているということでございますとか、目標が定

性的な記載、もしくは目標を立てていないといったところ。それから、施策の列挙になっ

ているということでございました。 

 続きまして、７ページでございますけれども、地域医療対策といったものも並行して、

医療計画とは別に都道府県が作成することになってございます。 

 地域医療対策につきましては、今、法律の中で「救急医療等確保事業」といったものを

中心として医療の確保に対する施策をつくっていくということでございますが、基本的に
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は医師確保対策というものを中心に記載されています。 

 都道府県につくってくださいということをお願いしているのですけれども、そもそも策

定していないとか、策定していても見直しの頻度が低いといったことがございます。また、

医療計画に定める内容と重複がある、十分な整理がされていないといったことですとか、

毎年の予算事項をリバイスすることで、こちらにかえているといった、もう少し改善する

ことができるのではないかと思われるような内容もございます。 

 ８ページ、９ページは、今の法律とか通知の内容ですので、割愛させていただきます。 

 この地域医療対策の中身について、こちらで少し調査を行いました。その内容について

御報告いたします。10ページでございますけれども、地域医療対策の策定・見直しの状況

ということで、地域医療対策を都道府県で策定しているところは30でございます。17は策

定していないということでございます。 

 このうち策定しているところを見てみますと、毎年見直しをしているが12あるわけでご

ざいますが、４年とか５年に１回、もしくは見直しをしないといったところもある。 

 また、下の円グラフでございますが、直近の見直し時期、ことしに入って見直ししてい

るところもありますが、３年前から見直しをしていないところも半数以上に上っていると

いう状況でございます。 

 続きまして、11ページでございますが、地域医療対策の策定内容でございます。 

 30あるうちの13につきましては、直接、医師の確保対策についてということで、プラン

のような形でつくっているところでございますが、17についてはそうではないということ

でございます。 

 12ページに詳細を書かせていただいておりますけれども、今、申し上げた13については、

現状分析や目標は余り書いていないかもしれませんけれども、具体的対策などを書いてい

る。医師の派遣などについても、ある程度書いているということでございます。しかしな

がら、残りの17につきましては、医療計画の焼き直しの内容を書いてあるとか、毎年の予

算や基金の内容をリバイスしているといった状況にございます。 

 13ページに課題をまとめてございますけれども、医療計画における「医療従事者の確保

に関する事項」は、都道府県によって記載内容にばらつきがあり、必ずしも十分な現状分

析・目標設定に基づく具体的な対策の策定がなされていない。 

 地域医療対策は、医療法上、医療計画における「医療従事者の確保に関する事項」にお

いて定める内容との関係性が十分に整理されておらず、また、そもそも地域医療対策を策

定していない都道府県も存在するなど、都道府県によっては、実効的な地域医療対策を策

定することができていない。 

 また、医療計画における「医療従事者の確保に関する事項」や地域医療対策では、医師

の偏在の状況を地域ごとに評価できる仕組みが存在せず、その実施効果の評価や見直しと

いったPDCAサイクルが回っていないという状況にございます。 

 こちらを踏まえまして、検討の方向性ということでございますが、都道府県において定
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量的な現状分析に基づく実効的な医師確保対策が進められるように、医療計画において、

医師の確保方針でありますとか、医師偏在の度合いに応じた医師確保の目標、それから目

標の達成に向けた施策内容という一連の方策を記載するといったことを明確に法律上、位

置づけることにしてはどうか。 

 また、医療計画における医師確保に関する事項を、運用上「医師確保計画」と呼ぶこと

としてはどうか。 

 また、医師確保計画に偏在対策を記載することとなることにあわせて、各種計画の位置

づけの明確化や行政事務の簡素化の観点から、地域医療対策は医師確保計画の中に組み込

むものとして、発展的に解消してはどうかと考えております。 

 15ページ以降、より詳細に、どういったことを書くのかということを書かせていただい

ております。 

 今、３つほど医師確保計画に書く内容を申し上げましたが、１つ目、医師の確保の方針

ということでございます。図のほうで、ある県が既に医療計画の中で定めている内容を例

示して出しております。こちらの都道府県では、二次医療圏ごとに人口10万対医師数を出

して、大学が所在しているために医師が多いｄ医療圏から、これは北のほうに医師が少な

いといった県でございますので、そちらのほうに医師を動かしているということ。 

 それにあわせて、医師養成の観点からも、そういったところに指導体制というものを充

実させていくといったことが書かれております。 

 その上で、こうした方向性を実現していくためにどういった目標を立てるかといったこ

とを、次に書くということで、マル２、16ページでございます。 

 PDCAサイクルに基づく実効性の確保のために、医師偏在の度合いを示した上で、１で設

定した確保方針に基づいて目標を設定する。 

 その上で、目標を達成するために、マル３でございますけれども、施策をいろいろ記載

していくことにしてはどうかと思っております。 

 続きまして、17ページでございますが、その期間をどれぐらいにするかといったことで

ございます。医療計画は原則として６年ごとに定めることになっておりますけれども、在

宅医療については３年ごとに定めることになっております。 

 新たに医療計画に記載することとなる「医師確保計画」につきましては、医師の確保は

住民の医療アクセスにかかわる喫緊の課題であるといったこととか、医師の偏在状況に応

じて、短期的に見直しを行うということが、そういったものの解消により近づいていくと

いうことでございますので、計画の期間は３年とすることとしてはどうかと思っておりま

す。 

 続きまして、マル２、医師確保対策の推進に関する各種会議体の整理についてというこ

とでございます。 

 19ページをおめくりいただきまして、地域医療対策協議会というものが、法律上、都道

府県に設置されることになっておりまして、こちらは基本的には医師の確保を行うための
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協議会として設置されたという経緯がございます。 

 こちらのメンバーにつきましては、特定機能病院とか地域医療支援病院、公的医療機関

などの主要な県内のメンバー、医療機関を含んで構成されているということでございます。 

 しかしながら、20ページでございますが、既出でございますが、開催していない県が存

在するということでございます。 

 こちらの状況につきまして調査をさせていただきまして、21ページをごらんいただきま

すと、地域医療対策協議会を年１回以上開いているところが34県、一番左のところで、年

１回未満、未開催のところが13県あるということでございます。では、この13県は何もし

ていないかといいますと、そうではなくて、都道府県の医療審議会という、県内の医療施

策全般について議論するような審議会が設置されておりますが、そちらの中で、４県につ

いては毎年１回以上医師確保を議題としてやっている。ただ、残りの区域はそうではない。 

 ここが何もやっていないかというと、医師の派遣などを中心的に行う地域医療支援セン

ターの運営委員会を開催しておりまして、３県はそれを年１回以上やっている。しかしな

がら、そうでない県が６県あるという状況でございます。 

 22ページは、医療審議会とか地域医療支援センター運営委員会の中で、どのような医師

確保についての議題を取り上げているかということの参考資料でございますので、割愛さ

せていただきます。 

 23ページでございますが、なぜ地域医療対策協議会を開催しないのですかといったこと

を都道府県に聞いてみましたところ、開催していない理由が、個別のテーマについて、地

対協の構成員のうち、ピックアップしてやっているので、全体の場を開く必要はない。 

 それから、他の会議体で医師確保に関する議題を扱っている。 

 それから、何回も呼んでいる関係団体との関係性が悪化するとか日程調整が困難といっ

た会議運営上の理由。 

 それから、種々会議体について重複があるといった理由がありますので、こちらのほう

も整理していく必要があるのではないかということでございます。 

 24ページを見ていただきますと、どういった構成で地域医療対策協議会をやっているの

かというのを調査しました。 

 一番少ないのが７つ。赤十字病院とかが中心にやっているところ。逆に多いところは、

31の構成員の中に大学とか医師会とか、いろいろなところが入っているわけでございます

が、NPO法人とか保育とか幼稚園の連合会まで含めて、いろいろ協議している。かなり構成

員が多いところもあるという状況にあります。 

 また、会議体に重複があると申しましたけれども、25ページを開いていただきまして、

先ほど申し上げました医療審議会といったものがある。それから、地域医療対策協議会、

地域医療支援センター運営委員会、へき地について議論するへき地の機構。それから、新

たな専門医の仕組み、これは30年度開始に向けて準備を進めているということでございま

すが、こちらの関係の協議会も設置されている。 



6 

 

 それから、ほかに間接的に関係するものとして、地域医療構想調整会議とか医療勤務環

境改善支援センターといったものがあって、例えば地域の医師会の方とか大学の方がこれ

らの会議にたくさん呼ばれて、大変な状況になっているということでございます。 

 こういったことを踏まえまして、前回の医師需給分科会でもいろいろな意見をいただい

ておりまして、医師需給、医師確保対策に関する都道府県の協議会というものは、できれ

ば一本化してほしいということでありますとか、それぞれ同じような会議がそれぞれ法の

根拠が違うために同時に開催できないとか、予算とか通知でいろいろ定められていて、地

域で非常に混乱しているということ。なので、法的な整理をしてほしい。 

 それから、さまざまな会議があるが、多くの御指摘があったように、たくさんの会議に

入っているけれども、わけがわからないといった状況にあるといったことでございます。 

 そういった状況にあるので、どう整理しますかということでございますが、27、28ペー

ジは、今、申し上げました地域医療支援センターの運営でありますとか、へき地の関係。

これは、既に前回以前に説明しておりますので、割愛させていただきます。 

 29ページを見ていただきますと、地域医療支援センターの運営委員会とへき地の支援機

構につきまして、実態として連携をどれぐらいしているのですかという話を調査してみま

した。 

 そうしたところ、左上の円グラフを見ていただきますと、一体的に業務を行っていると

ころは８、連携しているところが24で、大体連携しているのかなというところでございま

すが、連携しているといっても、医師の派遣先の調整において連携しているところが21、

していないところが11。キャリア形プログラムの策定についても、連携していないところ

が21といった状況でございます。 

 また、９の都道府県は連携していないということでございますが、今後も連携する予定

がないのが８県ということでございます。 

 30ページを見ていただきますと、こちらは補足的な資料でありますが、都道府県の医師

確保の担当部署、それから地域医療支援センター運営委員会、調整するところですが、そ

れとへき地医療支援機構が、職員数に、それぞれがどのぐらいエフォートを割いているか

ということで労働時間を掛けまして、どれぐらい労力をかけていますかといったものを都

道府県ごとに足し上げてお示ししているものでございます。 

 それぞれ都道府県によってばらつきはあるわけでございますが、分散させてやるよりは、

積み上げて一括して、連携してやったほうが、医師確保に割ける時間は多くなるといった

状況にあるということでございます。 

 それから、31ページ、専門医の協議会が始まる中で、こちらは先ほど申し上げましたよ

うな地域医療対策協議会のメンバーと構成員がかなり重複している状況にあるということ

でございます。 

 32ページでございますが、課題のまとめでございます。 

 都道府県によっては、地域医療対策協議会の構成員が多岐にわたり、必ずしも医師確保
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に直接関係のない者も含まれ、効率的な会議の運営・調整が困難になっている。医師確保

に関する同様の議題を議論する会議体が複数存在していることから、地域医療対策協議会

の開催頻度が少ないという状況にあります。 

 都道府県によっては、医師確保に関する各会議体間の連携が乏しく、類似の重複した検

討が行われているといったことがございます。 

 検討の方向性でございますが、地域医療対策協議会については、医師確保計画において

定められた各種対策を具体的に実施するに当たって、関係者が協議・調整を行うという協

議機関と位置づけることを、明確にこちらのほうで決めてしまってはどうか。 

 これに伴って、地域医療対策協議会の構成員について見直しを行いまして、具体的な医

師確保対策の実施を担う医療機関を中心に構成するように、都道府県に対して改組するこ

とを促すことが必要ではないか。 

 あわせて、地域医療対策協議会以外の医師確保に関する各種会議体、へき地の機構であ

りますとか専門医協議会については、議論や構成員の重複を避けるために、その機能を地

域医療対策協議会に移管して、原則として廃止していく。 

 ただし、都道府県によって特別の事情がある場合があるかもしれませんので、その場合

はワーキングなどにして存続させることも可能としてはどうかと考えております。 

 今、お話しした内容を図にしておりますのが33ページでございます。 

 先ほど申し上げましたように、医療計画は医療審議会の中で全体を議論することになっ

ておりまして、その中に医師確保計画を位置づけていくとした場合に、この中で確保の方

針とか目標、それから各種施策が定められていくということでございます。では、具体的

にどの地域からどの地域に医師を派遣するということが決まってくるとなったときに、そ

れをどこの病院がどれぐらいの人数、担うのですかといったことを、地域医療対策協議会

の場で議論する。こういった役割分担が今まで明確でないために、なかなか議論されてい

なかったということではないかと思っております。 

 例えば、地域医療対策協議会の中では、医師派遣の具体的な実施の方法とか、へき地の

医師確保のための調整、地域枠とか地元枠を何人にしますかといったことや、研修施設の

定員、どこを研修施設にしますかといった内容。専門医の協議、どこを基幹・連携施設に

し、定員はどうしますかといったことをこの中で議論してしまう。 

 それに伴いまして、右側でございますが、地域医療支援センター運営委員会とかへき地

の運営委員会とか専門医協議会は廃止していくことにしてはどうかと考えております。 

 34ページは、今、申し上げたことを書いておりますので、割愛させていただきます。 

 35ページも割愛させていただきますが、既に障害者の審議会・協議会は都道府県に法定

で設置されているものでございますが、その中では、審議会の中で具体的なサービスをど

ういうふうに提供していくか、どれぐらい提供するかを決めた上で、協議会の中でどの事

業所がどういうサービスを提供していくかを協議して担っているという関係にありますの

で、例えばこういうことも参考にしながら、同じような仕組みにしていってはどうかと考
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えているところでございます。 

 36ページ以降につきましては、具体的な医師派遣の内容について御説明させていただき

ます。 

 37ページでございますが、現在、地域医療支援事務と申しまして、こちらは地域医療支

援センターの中でやっている事務でございます。これは、法律では地域医療支援事務と言

っているわけでございますけれども、都道府県の医師の確保動向の調査・分析、医療機関

からの相談対応、医師とか医学部生からのキャリア相談対応、医師に対する研修等の相談

対応ということを努力義務でやることになっておりまして、平成28年の段階では、全ての

都道府県にこれが設置されて事務を行っているということでございます。 

 38ページは、条文ですので割愛させていただきます。 

 39ページも割愛します。 

 では、どういう派遣とか連携の状況になっているのかといったことを、こちらも調査で

聞いております。地域医療支援センターと大学医局がどれぐらい連携しているか。連携し

ているところは41、連携していないところが６あるということでございます。 

 下のほうで連携しているところを見てみますと、大学に事務を委託しているところ、そ

うでないところといろいろあるわけでございますが、表の右側のほうを見ていただきまし

て、大学医局にどれぐらい都道府県の意見が反映されているのかということを具体的に聞

いております。 

 修学資金貸与医師、基本的には地域枠と考えていただいてよいかと思いますが、こちら

の派遣先の調整において、大学に委託しているものが27ある中で、21はちゃんと言うこと

を聞いてくれるけれども、６はそうではない。それから、キャリア形成プログラムについ

ても、６はなかなか意思が反映されないということでございます。大学に委託していない

場合も、３県はなかなか派遣されないという状況にあるということでございます。 

 では、どういうところに地域枠の医師が派遣されているかというのを、次のページ以降

で調査しているところでございます。41ページは、どのぐらい医師が少ない、多い医療圏

に医師が派遣されているのかというのをとっております。 

 横軸が二次医療圏における人口10万人対医師数で、右に行くほど医師が多い地域。それ

から、縦軸にとっているのが医師の派遣人数の実績でございます。基本的には少ない地域

に派遣がされている傾向にあるということでございますが、多いところにも派遣されてい

るということでございます。ただ、多いところでも、研さんのためなどの場合があるため、

これが一概に悪いということではないということでございます。 

 42ページを見ていただきますと、既出でございますが、公立医療機関にかなり偏ってい

るという状況でございます。次に多いのが公的医療機関、それで民間医療機関は少ないと

いうことでございます。 

 なぜこんなことになっているのかということを、もう少し聞いてみました。43ページで

ございます。 
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 修学資金、基本的に地域枠を出す医師に対して、どういった要件を課しているかを聞い

てみましたところ、赤枠で囲っているところでございますが、一定期間は公立とか公的医

療機関で働いてくださいといった要件を課している。全部、公立医療機関に限定している

ところもあるということです。 

 基金以外の財源を含む、含まないで見たところ、どちらにも限定をかけているところが

あるという状況でございます。 

 また、キャリア形成プログラムについて、次のページ以降で御説明さしあげます。44ペ

ージは定義です。 

 45ページを見ていただくとわかりやすいかもしれませんけれども、こちらは徳島県に昨

年、来ていただきましてプレゼンしていただいた資料で、徳島県でつくっているキャリア

形成プログラムでございます。９年間の義務年限を地域枠の方に設けまして、場当たり的

に派遣しているということではなくて、ちゃんとどこの、どういう医療機関で研修を積む

かということを先に決めておく。それは、派遣される医師と大学と県が合意をとってプロ

グラムをつくって、この中でやっていくというものでございます。 

 １群病院というのは県の中の基幹的な病院でございまして、２群病院は大学病院、３群

はへき地のようなところにある病院でございますが、それぞれをローテーションして回り

ましょうということを先に決めておく。これがキャリア形成プログラムで、地方にも行っ

ていただくことになりますので、医師偏在の解消にもなるということでございますが、そ

れによって本人のキャリア形成に支障が大きく出ることにならないようにするといった目

的で、両者を両立させる目的でやっている。これは、全都道府県で地域枠というものがこ

れからどんどんふえていきますので、都道府県でつくってくださいということをこちらか

らもお願いしているものでございます。 

 46ページは、地域枠の医師がこれから地方にどんどん出てきますということで示してい

るもので、こちらは前回以前に説明させていただいたので、割愛させていただきます。 

 47ページのキャリア形成プログラムも、今、申し上げた内容の中身ですので、割愛いた

します。 

 今、申し上げましたように、キャリア形成プログラムをしっかりつくってくださいとお

願いしているわけでございますが、48ページで、策定が済んでいるところが34、まだ策定

していないところが13ある。 

 その上で、キャリア形成プログラムをつくっているところが10本以上。これは、診療科

とか地域とか、いろいろなところでいろいろなプログラムが必要になってきますので、そ

ういったものをたくさんつくってくれているところが11ある一方で、１本だけつくって、

ここに行ってくだだいというだけしか決まっていないところが12ということでございます。 

 また、未策定のところに聞いてみたところ、今後、策定してくれますか、という問いに

対しては、５が未定である。それから、策定すると言ったところも、31年度、２年後ぐら

い先につくりましょうというところもあるということでございます。 
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 また、これは派遣の方針との関係で、49ページでございますが、地域医療構想との整合

性ということでございます。現在、地域医療構想都道府県で進めていただいているという

ことでございますが、地域医療構想に基づく医療機能の分化・連携が進むことを踏まえて、

地域医療支援センターによる医師の派遣についても、これと整合的に行うことが必要では

ないか。 

 下のほうを見ていただきますと、例えば白抜きになっているものは、医師がたくさんい

るような大学病院のようなところであるとしますと、今はＡ病院、Ｂ病院、Ｃ病院、それ

ぞれに４人派遣しているということでございますが、例えば右の図で再編した場合には医

師を集約させていく。それで、Ｃの公立病院がダウンサイジングしたということになった

場合には、それに伴って派遣医師数も削減していくといった整合的な派遣というのが必要

ではないかということでございます。 

 50ページ、まとめでございますけれども、都道府県によっては、地域医療支援センター

と大学医学部・大学病院の連携が十分に行われていない。キャリア形成プログラムが未策

定である都道府県や、策定内容が不十分な都道府県が存在する。修学資金貸与医師、地域

枠の医師が、公立病院・公的病院などに偏って派遣されている等、医師派遣の方針の整理

が必要ではないか。それから、地域医療構想と医師派遣の方針が今まで未整理の状態であ

るということでございます。 

 見直しの方向性でございますが、今後、地域医療支援センターが派遣調整を行う地域枠

等の医師が増加するということでございますので、都道府県の行う地域医療支援センター

が行う事務の実効性を強化することが必要である。 

 このため、次のような見直しを行ってはどうかと考えております。 

 １つ目は、都道府県が地域医療支援事務を行うに当たって、必ず大学医学部・大学病院

との連携のもとに行われるように、地対協において協議をしてください。 

 特に、医師の派遣先の決定に当たって、地域医療対策協議会での協議を経ることによっ

て、理由なく公立病院・公的病院などに派遣先が偏らないようにする。それから、地域医

療構想との整合性を確保するなど、医師派遣の方針を整理・明確化することが必要ではな

いか。 

 さらに、今後増加する地域枠の医師については、意見を聞いてもらえないということが

ないように、地対協での協議を経て、都道府県主体で派遣方針を決定していく。 

 それから、全ての都道府県でキャリア形成プログラムを策定することを徹底する。 

 それから、これから地域枠の医師がふえていくということですので、派遣医師の負担軽

減のための援助も地域医療支援事務の中に入れていってはどうかということを考えており

ます。 

 51ページは、先ほど見ていただきました整理の図ですが、へき地とかを含めまして、医

師派遣の方針について地対協の中で議論する。こちらの中で方針が決まりましたら、地域

医療支援センターで、それに基づきまして事務を実施していくことが必要ではないかと思
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っております。 

 それから、52ページでございますが、勤務環境改善の話でございます。 

 医療勤務環境改善支援事務と書いてございますが、医療勤務環境改善支援センターで行

っている事務であり、こちらについても、このように法律上規定しておりまして、病院・

診療所からの相談対応でありますとか、勤務環境改善に対する調査・啓発、その他必要な

支援を行うことが努力義務になっております。 

 53ページは割愛させていただきますが、54ページ、地域医療支援センターと勤改センタ

ーの連携状況でございますが、左上の円グラフでは、一体的に業務を行っている、連携し

ているところが合わせて15あるということでございますが、派遣先の勤務環境改善を一緒

にやっているところは３。12はそれぞればらばらにやっているということでございます。 

 それから、連携していないところは、今後、連携してくださいと、この夏に医療計画の

通知を通じて要請しているわけでありますが、連携予定がないところが26あるということ

でございます。 

 55ページを見ていただきますと、そもそも地域に医師が行っていただくために何が必要

かということで、労働環境を変えていただかなければ、地方で勤務したくない。これは、

20代から50代まで、そういった調査結果が出ているということでございました。 

 ということを踏まえますと、56ページ、そういった厚労省の調査結果が出ておりますの

で、負担軽減を行っていくことが非常に重要であります。一方で、地域医療支援センター

と勤改センターの連携が十分ではないといったこともございますので、連携して負担の軽

減が図られるといったことになるための制度上の工夫を検討していくべきではないかとい

う論点を挙げさせていただいております。 

 最後が57ページで、医師偏在の度合いを示していくべきではないかと、最初のほうで申

し上げた点についての詳細な説明でございます。 

 58ページでございますが、先ほど申しました、目標を立てるためには、何らかの統一的

な方法で現状把握をすることが必要かと思いますけれども、それをどのように示すかとい

うことでございます。都道府県の策定する医師確保計画の実効性を確保するために、二次

医療圏ごとの医師の多寡を全国ベースで客観的に比較・評価可能な、医師偏在の度合いを

示すこととしてはどうか。 

 こちらを示すに当たっては、医療需要（ニーズ）、それから将来の人口・人口構成の変

化、医師偏在の度合いを示す単位（区域、診療科、入院／外来）、患者の流出入、医師の

年齢分布、へき地や離島等の地理的条件といったものを考えるべきではないかと思ってお

ります。 

 具体的な内容は、次のページより御説明いたします。 

 まず、医療需要（ニーズ）ということで、59ページでございます。 

 今、地域ごとの医師数の比較につきましては、多くの都道府県におきまして人口10万人

対医師数、我々も使うことがありますが、用いられているということでございます。 



12 

 

 しかし、下の絵を見ていただきますと、同じ３人の患者さんをお医者さんが１人で診て

いる場合も、例えば高齢者は医療ニーズが多いということで、単純に人口だけでは比較で

きないということでございますので、医療需要（ニーズ）に基づく医師数を見ていくとい

った度合いを示すものをつくっていく必要があるのではないか。 

 それから、60ページでございますが、将来の医療需要（ニーズ）の変化も見ていく必要

があると思っております。 

 この矢印が２本立っているところを見ていただきますと、この４象限で見ていく必要が

ある。地域によって、将来、医療需要がふえていくところ、減っていくところがある。そ

れから、今、医師数が少数であるか、多数であるかといったところを見てみますと、例え

ば、将来、医療需要が減少していくところに医師が多数いる場合には、そういうところか

ら、将来、医療ニーズがふえていくけれども今は医師数が少ないところに医師数を振り分

けていくことにつなげていくことができるような度合いを示していく必要があるのではな

いか。 

 それから、61ページでございますが、設定単位（区域）でございます。 

 例を挙げておりますのは二次医療圏、こちらは自然的条件、社会的条件を考慮して、一

体の区域として一般的な医療提供体制を確保すべき単位として設定される区域が、既に医

療圏に存在してございまして、地域医療構想の構想区域もこちらに合わせていくというこ

とで進めておるわけでございますけれども、これからその度合いを示していくに当たりま

して、既存の医療施策において活用されている圏域や、既存の統計等から得られる情報等

に基づいて設定可能な圏域を考慮していくべきではないか。 

 例えば、二次医療圏ということを考えて医師が少ない地域があっても、全体的に見ると

県全体は医師が多いという場合もあると思いますので、現在の医師偏在だけではなくて、

県間の医師偏在の双方を統一的に判断できるような度合いにしていくべきではないかと思

います。 

 それから、62ページでございますが、診療科です。例えば、二次医療圏を設定したケー

スで、全体の医師数は確保されていても、診療科別に見ると医師が少ない状況も考えられ

る。しかしながら、現時点では医療行為の内容と標榜科を厳密に対応させることが困難で

あることから、例えば、まずは特に医師の確保が必要と考えられる５事業関連の診療科の

うち、標榜科と医療行為の内容の関係がある程度明確な小児科・産科について、個別に偏

在の度合いを示すことが考えられるのではないか。 

 小児科・産科などは、診療科を標榜されている方と、そこに来られる患者さんの医療需

要が一致している。例えば、救急とかの場合は外科を標榜している方が対応されていると

か、いろいろありますので、そういうものはどう見ていくかという議論があるわけですが、

こういった小児科・産科からまずは進めていくことができるのではないか。 

 それ以外については、今後のデータ収集の状況も踏まえつつ、検討していくことが必要

ではないか。 
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 それから、63ページでございますが、地域によっては、入院と外来に従事する医師数に

偏りが生じていることが考えられますので、今後、あるべき医療提供体制について議論が

できるようにするという観点からも、入院・外来を区別して評価できるようにすることが

必要ではないか。 

 そのためには、病院で勤務する医師は、業務の間に入院と外来の両方に従事されている

ケースがありますので、こういったことも考慮していく必要があるのではないか。 

 それから、64ページ、患者の流出入ということでございます。例えば、都市圏などでは、

県をまたいで患者がほかの県に行くこともございますが、こういったことも評価していく

ことが必要でしょうし、65ページ、医師の年齢分布と書いております。例えばＡ、Ｂの圏

域があったとして、Ａのほうはかなり御高齢のお医者さんが見ていて、近々引退されるか

もしれないというところと、そうではないところ。将来の医療の担い手の状況も見られる

ようなものにしていく必要がある。 

 それから、66ページは、都市部とへき地を比較してみたときに、地理的条件で、例えば

お医者さん２人が６人の患者を都市部で診ているケースと、へき地などで２人しか診てい

ないのだけれども、その両者が山間部にいるケースも判断材料にしていくことが必要では

ないかということを書いております。 

 67ページでございますが、今、申し上げました度合いを示すことによって、都道府県内

で医師が多い地域と少ない地域が可視化されるということになります。医師偏在是正の目

標達成のためには、この医師派遣等の各施策、多い地域と少ない地域を結びつけて、少な

い地域に医師が配置されるような取組を実施していくことが必要である。ただ、医師偏在

の度合いに応じて、ニーズのみをもってやってしまうと、そこにはその医療を担う医師が

全く必要ないというようなことにもなりかねませんので、政策医療の観点から、そういう

ところに一定程度配慮していくことが必要。 

 それから、そういった施策につないでいくために、都道府県知事が医師偏在の度合いに

応じて、「医師少数区域」「医師多数区域」みたいなものを指定して、具体的な医師確保

対策に結びつけていく仕組みにしてはいってはどうかということを考えております。例え

ばどういったことかといいますと、地域医療支援センターの医師派遣や、キャリア形成プ

ログラムの中でも医師少数区域に配慮する。それから、キャリア形成プログラムと同じよ

うな話でありますが、地域枠で少数区域での診療をやってもらうようにしていくというこ

とですとか、医学部の地域診療実習というものがありますが、それも医師少数区域でやっ

ていただくとか、臨床研修の地域医療研修の中でもやってもらうとか、あとは優先的財政

支援もつなげていくことができるのではないかといったことでございます。 

 ちょっと長くなりましたが、以上でございます。 

○森田座長代理 どうもありがとうございました。 

 大変盛りだくさんの御説明でございましたけれども、ただいまの事務局の説明に関しま

しては、前半と後半に分けて、まず前半といたしまして、資料１のマル１「医師確保計画」
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の策定について、マル２、医師確保対策の推進に関する各種会議体の整備について、及び

マル３、都道府県における効果的な医師派遣等の実施に向けた見直しについての部分につ

きまして御議論いただき、続きまして、後半といたしまして、マル４の医師偏在指標につ

いての部分について御議論いただく。分けて御議論いただきたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 それでは、まず前半部分、医師偏在指標以外の部分について御議論いただきたいと思い

ますので、御発言をお願いいたします。 

 では、最初に鶴田構成員。 

○鶴田構成員 いろいろな資料を提供いただきまして、ありがとうございました。 

 最初に、静岡県のデータについて修正をお願いしたいと思います。11ページに「静岡県

の医療の確保のための施策の提言」、平成21年２月とあります。これは正しいのですが、

その後の医療対策の策定内容について、現状分析、目標が×になって、その後の見直し回

数がゼロになっていますが、静岡県においては、平成22年に全国に先駆けて地域医療支援

センターを設置して、具体的な現状分析は地域医療計画の中でも平成24年度、医師目標に

ついても平成26年度に設定しています。 

 20ページの地域医療対策協議会の開催が５回以上となっていますが、静岡県では地域医

療審議会が年２回以上、地域医療対策協議会が２回以上、地域医療支援センターの会議は

２カ月に１回という形でやっています。一応、５回以上であるわけですけれども、まず事

実関係はそうなっていますので、よろしくお願いしたい。 

○久米地域医療計画課長補佐 ご指摘については、都道府県の県庁の方に確認して、この

ような回答を得ております。ただ、今おっしゃっていただいたことが事実だと思いますの

で、確認して、訂正します。 

○鶴田構成員 次に、協議会に関してですが、24ページの地域医療対策協議会の構成員の

状況にありますように、医師の派遣とか確保をする上では、これだけの人数は多過ぎると

思います。 

 静岡県の場合、地域医療対策協議会は構成員数が多いのですが、地域医療支援センター

においては、大学と病院関係団体と行政と医師会という形で、６人もしくは７人ぐらいで

具体的な配置を含めたものをやっています。統合することについては異論がないのですが、

先ほど地域医療対策協議会という名称の案が出ましたが、県によっては地域医療支援セン

ターのほうが実務的に動いている県もありますので、名称については、各県にある程度任

せていただきたいなと思います。医療対策協議会にいろいろなものを統合するという、33

ページに対する意見でした。 

 もう一つは、専門医の在り方検討会のときにも話をしたのですが、永井先生の私案が出

されたときに、都道府県に役割がかなり与えられるということでしたので、各都道府県に

意見を求めました。今回の資料にもあるように、いろいろなことを都道府県に任されるの

であれば、ある程度法制化してくださいという提言をしています。先ほど説明されたこと
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は、そういう方向にあるということから、賛成の方向です。 

 それと、医師の派遣をする場合、地域枠とか奨学金を貸与している医師と、そうでない

医師とは違います。だから、県内に来た医師に県が責任を持って、どこに派遣するという

ことを言えるのは、県が奨学金を出しているとか、何らかの縛りがある医師でないと、県

としては派遣しにくいということも御理解いただきたいと思います。 

 以上です。 

○森田座長代理 これは、事務局、よろしいですね。 

○久米地域医療計画課長補佐 名称については、地域医療対策協議会と法律にありますの

で、それをどういうふうに名乗るかということについては、都道府県でそれぞれ考えてい

ただければということかと思います。 

○森田座長代理 続きまして、今村構成員、どうぞ。 

○今村構成員 会議体をある程度集約化して効率化を図るということにいては、賛成です。

ぜひ機能を明確化していただき、それぞれの協議体が何をやるかというのは、またしっか

り定義していただきたいと思っています。 

 私は、地域医療支援センターと勤務環境改善支援センターについて、確認と意見を申し

上げたいと思いますが、まずは地域医療支援センターの機能を地域医療対策協議会に移管

するという点についてですが、33ページの運営委員会という委員会機能だけを置くという

ことなのか、実際の中身をある程度移管するのか。37ページの地域医療支援事務、これは

医療法第30条25項にこれだけのことをやると書いてあるのですけれども、例えば医師の確

保動向等の調査・分析というのは、この対策協議会ではなくて、引き続き支援センターが

行うという理解でよろしいのかどうかということが１点。まとめて伺います。 

 もう一つは、勤務環境改善支援センターの活用ということには、以前から私もここで申

し上げているところですけれども、それぞれ、医療法の中で努力義務で設置するというこ

とですけれども、連携のお願いというレベルだと、結局、現状でも26の県が連携しません、

あるいはしていませんということですけれども、今、医師の働き方改革が大変問題になっ

ていることはご承知のとおりです。 

 それから、勤務環境の改善こそが医師等の定着につながるということもはっきりしてい

る中で、勤務環境を幾ら自主的に改善しようと思っても、基本的に医師が不足するために

勤務環境が改善できなかった場合に、そういうところに優先的に医師を派遣していくとい

う、地域医療センターとの連携というのは必須だと思っていて、きちんと連携することを

位置づけていただきたい。つまり、言葉の上で連携が大事だと言っているだけでは、いつ

までたっても連携が進まないのではないかと思っているところです。ぜひともその辺のあ

り方を検討していただきたい。 

 それから、地域医療支援センターも勤務環境改善支援センターも、どちらも医療法の中

で努力義務の設置ですね。これは、義務化はできないのですか。あるのはわかっているの

です。既にあるからいいのではないかということではなくて、法律的にそれだけ重いもの
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だということをしっかりと明記していただくことによって、都道府県にもその役割につい

て、改めて認識していただくということが必要なのではないかと思っております。 

 以上の点について、事務局から御回答をお願いします。 

○森田座長代理 では、事務局、お願いします。 

○久米地域医療計画課長補佐 まず、地域医療支援センターと地対協の関係についての御

質問でございますが、調査とか分析の基本的な事務自体は地域医療支援センターで行うも

のと思っております。なので、地域医療支援事務というのは残りますが、例えば派遣の調

整とか方針の決定に当たっては、ちゃんと県内の関係者の方々と地対協で協議していただ

いて、その方針を決めていただいた上で地域医療支援センターでやることが必要ではない

かと思っております。 

 それから、連携の点につきましては、我々もそのような方向で検討させていただきたい

と思いますし、義務化につきましては、地方自治体の地方分権との関係で、どの程度、地

方自治体の義務とするかというのは、いろいろな各所との調整がありますので、そういっ

たことも含めて検討が必要と思います。ただ、いただいた御意見は非常に重要だと思いま

すので、調整したいと思います。 

○今村構成員 ありがとうございました。 

 ちょっと言い忘れたことで追加をさせていただきたいのですけれども、地域医療支援セ

ンターと勤務環境改善支援センターがしっかりと連携することによって、官民の医師の派

遣の差がなくなると。つまり、民間の病院でも勤務環境を改善するために医師の派遣が必

要だということであれば、そこにしっかりと派遣していただくというシステムができれば、

そもそも官民の差がなくなるということがあろうかと思います。 

 もう一点は、病院というのは、そこで働いている医師や医療関係者の健康支援というこ

とについての配慮が、まだ十分にできているとは言えない段階の中で、しっかりと勤務環

境改善支援センターを活用する。その活用したことによって、病院にも医師が派遣しても

らえることがわかれば、多くの病院が勤務環境改善支援センターを使っていこうという動

きができると思いますので、ぜひともそこは連携をよろしくお願いしたいと思います。 

○森田座長代理 では、山口構成員と山内構成員。 

○山口構成員 山口でございます。 

 今回、会議体を整理していくことについては、私も本当に賛成で、同じようなことを同

じようにやっているので、中途半端になっているところが非常に多いのではないかと思っ

ていますので、ぜひ整理できるところは明確に整理していただきたいと思います。 

 今回、資料１の６ページに、医療計画の記載が不十分と考えられる都道府県の例と書い

てあるのですけれども、不十分だと挙げられているＡ県、Ｂ県、Ｃ県が、果たして自分た

ちが不十分だと思っているのかというと、もしかして、これでいいという認識もあるので

はないかという気がいたします。実際に、例えば医療法に地域医療対策を定めなければい

けないと定められているにもかかわらず、策定していない県があるとか、策定していても
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見直しの精度が低いということがあること自体、実際に何をどこまで書かないといけない

のかということの共通認識が十分できていないのではないかと感じて、この資料を拝見し

ました。 

 そこで、14ページの「医師確保計画」の策定についてということで、具体的に今回、提

示することが書かれていますけれども、項目だけではなくて、十分な例と不十分な例。さ

っき例示されたように、これはまだ不十分なのですよということが具体的にわかるような

例示がないと、都道府県に差があるままになってしまうのではないかと思いますので、ぜ

ひ具体的な例示をお願いしたいと思います。 

 もう一つが、45ページに徳島県の地域特別枠卒業者の基本ローテーションという例があ

って、50ページに地域医療支援事務の現状の課題と見直しの方向性と書いてあるわけです

けれども、都道府県と大学との連携ということがしっかり行われていくことが必要で、都

道府県主体で派遣方針を決定すると書いてあるのですけれども、できるなら、もうやって

いると思います。ところが、何か事情があってできないというのが各都道府県の抱えてい

る問題ではないかなと思います。 

 今回、徳島県のことが例にあるわけですけれども、例えば都道府県内に幾つ大学がある

か、そこに病院がどれぐらいあるかという数とか規模によって、各都道府県でうまくいく

例というのは変わってくると思います。ですので、こういう地域、こういう都道府県であ

れば、こういうふうにうまくやっているところがあるという好事例を、規模別というか、

うちの県ならここに近いから、こういうふうにやっていけばうまくいくのではないかとい

う例になるようなことを幾つかお示しいただくと、できていないところは具体的にこれを

解決すればいいのだなということが見えるようになるのではないかと思いますので、ぜひ

そのあたりを具体的に考えていただければと思います。 

○森田座長代理 これは事務局、よろしいですね。はい。 

 続きまして。 

○山内構成員 ありがとうございます。 

 今、出していただいた中で、ちょっと確認ですけれども、13ページで、今までおっしゃ

っていたことの中で、「医療従事者の確保に関する事項」の「医療従事者」という書き方

から、14ページでは「医師確保計画」となっていて、医療の提供というのは、医師のみで

なく、今、医師の働き方改革も行われていて、今後、タスク・シフティング、タスク・シ

ェアリング。あとは、医療の提供の現場も、病院だけではなくて、その前の予防というこ

とも地域として考えていかなければいけない時代に来ていて、今、そういう流れの中から、

繰り返し使われている言葉が「医師確保計画」という形で、医師の数のみに重点を置いて

いることを非常に心配しております。 

 そういった意味で、地域で考えていただきたいことも、どういう医療を提供するか。そ

の医療を提供するためには、医師も含めて、どんなステークホルダーがいるのかというこ

ともビッグピクチャーで考えていただいた上での医師の数だと思います。当然、ここは医
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師需給分科会ですので、医師の数ということに関して話す場ではあると思うのですけれど

も、それもビッグピクチャーの中での医師の動態ということなので、医療を提供する者は

医師だけという形に余りにも動いてきてしまっていることにちょっと懸念を覚えています。

そうすると、医師の数、医学部の定員数をどんどんふやさなければいけないような結果に

なってしまうのではないかと思っております。 

 32ページでも、現行の課題というところで、必ずしも医師確保に直接関係ないものも含

まれてということで、確かに医師確保ということでは関係ない方々もいらっしゃるかもし

れないですけれども、地域の医療の提供体制という形では、そういったことでまず考えて

いただく人たちも、この地域医療対策協議会の中には必要なのではないかと思いました。 

○森田座長代理 事務局、どうぞ。 

○久米地域医療計画課長補佐 今、おっしゃられたことは、そのとおりだと思いまして、

そういったことを排除するということではございません。医療計画の中で医療従事者の確

保に関する事項、これは残るわけでございます。かつ、例えば医療計画の中で５事業と言

って、救急とか周産期とか小児といった政策的に必要な部分については、これからもちゃ

んとやっていくという中ではありますが、今回、医師需給分科会を開いた趣旨でもありま

すけれども、医師の確保は長年、ずっと重要な課題である。 

 これから地域枠の医師がどんどん出ていく中で、派遣の方針もままならないということ

でありますので、そういったところに集中的に医師の派遣なり確保なりということをやっ

ていくという上では、１つ項目立てて議論していくことも必要かなと思って、このような

案としているということでございます。先生の御懸念が払拭されるような形で運用される

ように、ちゃんと都道府県には言っていきたいと思います。 

○森田座長代理 神野構成員、どうぞ。 

○神野構成員 ３点、意見と質問みたいなものがあります。 

 まず、14ページの検討の方向性で、あえて議事録に残させていただきますけれども、医

療計画における、この医師確保に関する事項を「医師確保計画」と呼ぶということにして

はどうかと書いてあります。これは、恐らく今までの議論からすると、皆さん、賛成とい

うことで、この方向で行けばよろしいのではないですかということかと思います。 

 続いて、50ページに見直しの方向性があって、その中で、公立病院・公的病院などに派

遣が偏らないようにするというのが下から４つ目の丸にございます。まさに、以前に意見

書を出させていただきましたけれども、地域における役割・機能。例えば、へき地を抱え

ている、あるいはへき地を支援しているということであるならば、公私に関係なく、この

地域枠の医師を派遣するようなことをきちんと明記していただきたい。地域によっては公

立でなくてはだめだというところもあるわけです。公立しかないところもあるかもしれま

せんけれども、そうでないところもたくさんあります。 

 41、42ページの資料を見ても、明らかに公私の偏りがあるように思いますので、その辺

は、ぜひ計画の中に明記していただきたいという意見でございます。 
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 そして、３点目、先ほど来お話があった地域医療支援センターと医療勤務環境改善支援

センターですけれども、56ページに見直しの方向性がございます。連携に関しては、こう

やるべきだと思いますけれども、地域医療支援センターは、このデータの中では、どちら

かというと大学病院、大学との連携というものの中で成り立っている。 

 そして、医療勤務環境改善支援センターは、３ページ前、53ページにございますけれど

も、その構成員に社労士、医療経営コンサルタント等が入って、労働局が入っているとい

うことで、正直、私どもの地域でもこれに参加したことがございますけれども、会場が労

基署、労働局でやるのです。そうすると、労基署でやるセンターに対して、医療側が素直

に入っていけるかどうかという大変大きな問題。これは、私が経験したところだけの問題

なのか、それとも一般論なのかわかりませんけれどもね。 

 行政の縦割りの中で、厚生関係と労働関係に分かれているような感じもするわけであり

まして、連携するのは大いに結構だし、統合するのも大いに結構なのですけれども、あく

までも医師の勤務環境の話であって、労働の方がいっぱい入ってくるものに対して、昨今

の状況を考えても医療機関側が素直に全部さらけ出すわけにいかない。その辺の仕組みづ

くりの規定とかが何かあるようでしたら、教えていただきたいと思います。 

○森田座長代理 関連してですか。 

○今村構成員 今の神野先生の御心配は、当初、この勤務環境改善支援センターをつくる

ときに、非常にそういう危惧があった。労働基準局にこういう仕組みを置くということで

はだめなので、都道府県に置くということ。なおかつ、それを委託することができるとい

うことで、病院団体や医師会がそれを受けることになっているというので、医師会でも監

督署の中でそういう会議を設けること自体は、先生たちがネガティブになるというのは私

もよくわかりますので、ぜひ場所を変えられたらいいのではないかと思います。 

 もともと先生のおっしゃるようなことがないように、つまり、取り締まる立場ではなく

て、我々医療現場の勤務環境を少しでもよくするためにということが目的です。予算の仕

組みも、医政局の予算と労働基準局の両方の予算を使ってやることになっていますので、

そこは改めて、そういうことではないということを周知徹底してやっていくことが大事だ

と思います。 

○森田座長代理 これは、事務局、よろしいですね。 

 どうぞ。 

○佐藤医療経営支援課長 医療経営支援課長でございます。 

 今、今村先生から御指摘があった件については、周知徹底していきたいと考えておりま

す。 

○森田座長代理 続きまして、羽鳥構成員。 

○羽鳥構成員 ありがとうございます。 

 基本的に幾つか同じようなものをそろえていくのは賛成ですけれども、前回の議論の中

で、根拠となる法律が違う地域医療対策の会議自体の設定根拠が法定であったり通知であ
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ったり、県の努力義務であったり、合わせられないということもあったので、その辺がど

の程度整理できたのか。そして、いつになったら合わせていくことができるのか、その辺

を明示していただきたいと思います。 

 それから、今回は各都道府県別に、ここはうまくいっている、ここはうまくいっていな

いと点数化されていると思いますけれども、47都道府県、１個ずついろいろな事情がある

と思うので、個別事案について一覧表の図もあってもいいのではないかということが１つ

です。 

 ３つ目として、こういう協議会とか地対協とか都道府県審議会、地域医療支援センター

なども、それぞれの県によって、医学部が複数あるところ、県内に１つのところ、医師会

が強いところ、県の意向が強いところと、あると思うので、先ほど山内先生からも御指摘

があったように、幾つかパターン化して好事例や、うまくいっていない事例も、もちろん

県名は隠されて結構ですので、示していただきたい。 

 ４つ目として、専門医のことが33ページで出てきて、専門医協議会、専門医の配置に関

する公的な調整は、プロフェッショナルオートミーでできなくなってしまうような感じも

あるので、論点の整理をお願いしたいと思います。 

 ５つ目、僕も医師会で地方の県を回るのですけれども、うまくいっていないと21ページ

で先ほど指摘されていた大分とか山形、滋賀、千葉などを見ていると、それぞれ各医師会

も県も非常に一生懸命やっている。例えば千葉県で見れば、東京寄りの部分と千葉市のあ

たりと海外線と３層に分かれるわけですけれども、それぞれいろいろな工夫をしてやって

いるので、１つずつの県を見ていかないと評価できないのではないか。逆に言うと、１つ

の県の中でも、後から出てくる新井先生の意見にあるように、二次医療圏で細かく見てい

かないとわかりにくい面もあるだろうと思います。 

 以上です。 

○森田座長代理 御意見ということでよろしゅうございますね。 

○羽鳥構成員 はい。 

○森田座長代理 先に小川先生、それから堀之内先生。 

○小川構成員 先ほど来、いろいろな委員会あるいは審議会があるから集約しましょうと

いうお話に関しましては、この分科会で皆さん、ほとんど賛成だと思いますので、その方

向でやっていただきたいというのが１つ。 

 もう一つは、25ページの地域医療対策協議会の設置根拠が法定で医療法上、決まってい

る。それなのに実施されていないということは、どういうことなのか。これは前にも御質

問したのですけれども、余り明確なお答えは得られなかった。それを後でお願いいたしま

す。その罰則規定はないのかということと。ここで見れば、医療の確保に関する事項に関

して必要な施策を定め、これを公表しなければならない。協議会を１回もやっていなけれ

ば、公表もしていないということになるわけで、そういうことが法律で決められているの

に許されるのかどうかということが１点です。 
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 もう一点は、55ページ、地方で勤務する意思がない理由の中で一番大きいのが労働環境。

これは、恐らく２つ意味があると思います。１つは、財政上の問題。要するに、医師の働

きに応じた十分な給料が払われていないというのがあるだろうと思いますけれども、もう

一つは、医師が少ないから勤務環境が悪化して、それが悪循環に陥っているという面もあ

ると思います。 

 それで、もう一点、今、働き方改革の議論がされておりまして、先ほど来、医師の勤務

環境改善支援センターというものがあるのですが、この中で今まで一回も出てきていない

のは財源の問題です。財源をどうするのですか。診療報酬の中でちゃんとお手当てしてい

ただけるのですか。要するに、お医者さんの勤務環境を改善するために、診療報酬上、今

のままいって、働き方改革がこのまま進んでいったらば、５年後には日本全国の一次・二

次救急は全部崩壊します。どこの病院もできなくなります。そして、日本の医療全部が壊

れる。そこの財源の議論が一切されていない。これは、非常に不思議なところです。 

 こういうことを議論するのであれば、それを解決するための財源をどこから持ってくる

のかということをちゃんと議論していただきたいと思います。 

○森田座長代理 重要な問題の御指摘でございます。 

 どうぞ、事務局。 

○久米地域医療計画課長補佐 まず、なぜやっていないのかというところでございますが、

これは国のほうも、もうちょっとほかの会議体とも整理して、やっていただくべきことを

ちゃんとお伝えしていない部分もあるかもしれませんが、先ほどお示しした23ページの中

で、いろいろ日程調整が困難だとか、ほかの会議体でやっているということがありまして、

これが直接的な理由だと思っております。 

 開催していないことについて、罰則はないのかというお話がございましたが、罰則は今、

ございませんで、許されるのか、許されないのかといいますと、本当はやっていただいた

ほうがいいのかと思いますけれども、こういう問題があるということが今回、明らかにな

ったということで、これをどうやって効率的にしっかりとやっていただけるように進めて

いくかということで議論していると思いますので、先ほどから好事例をというお話もたく

さんいただいておりますので、そういうこともこちらからお示しするということをしなが

ら、しっかりと進めていければと思っております。 

○森田座長代理 どうぞ。 

○榎本総務課長 総務課長です。 

 今、財源の問題について、小川構成員のほうから御指摘をいただいております。まさに、

この働き方改革を進める上で、この問題は非常に重要な課題だと思っていまして、現在、

医療部会、医療保険部会において次期改定に向けて基本方針の議論を始めております。そ

ういった中で、現在、視点の一つとして、働き方改革の推進ということを挙げておりまし

て、実際に具体的なメニューとしても、勤務環境の改善ということが方向性として考えら

れるのではないかといったことを、皆さんのほうに資料をお示しして御意見を頂戴してい
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るところでございますので、そういった視点を持ちながら、これからさらに検討を進めて

いきたいということでございます。 

○森田座長代理 どうぞ。 

○堀之内構成員 堀之内でございます。 

 今までは、どちらかというと制度的なところでございましたけれども、恐らく対象にな

る医師の世代に一番近い医師として、特に45ページの徳島の事例についてコメント申し上

げます。医師として、これから歩んでいくときに、まず大学はどこに行こうか、例えば地

域枠をどうしようかと考えます。その次に、初期研修をどこでしようか、最終的には専門

研修をどこでしようか。専門研修が終わって、さて、生涯の勤務地はどこにしようかとい

う幾つかのポイントがあると思いますけれどもね。 

 この徳島の事例の地域枠の上半分のほうの、ずっと地域密着でというところだけを見る

と、たとえ地域枠に行こうかなと思っている方でもちょっと躊躇するところがあると思い

ます。そこで、恐らく徳島では、下の赤字で書いてあるような中断の要件を追加して、教

育研修のためには、キャリアアップのためには、地域から外れてということも許容します

ということを一つの魅力として打ち出していらっしゃる。そういう意味で、非常に好事例

かなと考えています。 

 これがないとプログラムとして、あるいは制度として競争力がなくなってしまって、地

域枠に応募する人もいなくなってしまったり、あるいは初期研修、専門研修でほかのプロ

グラムに勝てないという認識もおありだったのではなかろうかと感じました。 

 それを踏まえますと、これからこういったキャリア形成プログラムとかが出ていくとき

に、医師確保という、本当に喉から手が出るほど医師が欲しいという気持ちが余りにも前

に出過ぎてしまいますと、恐らくそのプログラムに対する魅力というものが下がってしま

いますので、そこのところは認識した制度設計を、各道府県の担当者の方に頑張っていた

だきたいなというところがあります。 

 具体的な御提案としては、前のほうで出てきました地域医療対策協議会は、あくまでも

地域枠の医師を対象というか、メーンの対象にされていらっしゃると思うのですけれども、

地域枠に入っていらっしゃらなくても、卒業時点で地域枠ではないけれども、地元で働い

てみようかなという方も当然いらっしゃるでしょうし、臨床研修を終わった後に専門研修

は地域で、地元でと考えていらっしゃる方もいらっしゃるかもしれませんし、専門研修を

終わって、自分としては医師としての自信もつけたので、地元で活躍しようかという方も

いらっしゃると思います。そちらのほうが、割合としては大多数の医師に当てはまるわけ

ですから、この協議会に何かしらの形で地元につながりがあるような医師をトレースでき

るような機能、あるいは節目節目でアプローチするような機能を検討していただけると、

そういうものが念頭に上がった方を地元に呼び戻すということがやりやすくなるのではな

かろうかと思います。教育とか研修といった観点を盛り込んでいただけると、若手の医師

からすると魅力が感じられるかなということと、協議会の対象を地域枠だけに限定するの
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ではなくて、幅広く地元につながりがある方に目配せをしていただける。声をかけていた

だくとうれしいと思うので、そういったところは大事ではないかと思いました。 

○森田座長代理 ありがとうございました。 

 今のことは事務局、よろしいですか。 

 それでは、順番で、戎構成員。 

○戎構成員 今回の話し合いに参加させていただいて、率直な意見を言わせていただきた

いと思います。ページに沿って御意見します。 

 24ページですけれども、先ほど別の構成員からお話があったとおり、各都道府県に今回

の結果をフィードバックするときに、現状、どの状況なのかということを都道府県の担当

者が知っておくべきことだと思いますので、今は都道府県ごとにお名前が載っておりませ

んけれども、どうしても隠さなければいけないのであれば、お返しする担当の県が今、ど

の位置にあるのかということが明確になっていると、その都道府県がどのように努力して

いかなければいけないのかということがわかるのではないかと思いました。 

 それから、33ページの連携のイメージと、議会等がたくさんあり過ぎてよくわからない

ということに関してですけれども、議会のスリム化というのはとても大事かなと思います。

現状、地方とかですと、先生方も大変忙しいところに、その議会の時間をとるのは難しい

というのも考えられますので、例えば、こういうふうに顔を合わせてお話し合いができる

時間があればいいですけれども、なければ、例えばウエブ会議といったシステムを使って

議論ができるような機会をつくれたら、もう少し話し合いの場が広がっていくのではない

かなと思いました。 

 移動の時間とか、そういったものを加味しなくても議会を開けるという意味ではいいの

かなと思いましたが、私、議会の位置づけをよくわかっていませんので、それでは議会に

ならないとおっしゃられるようでしたら、この案は却下していただいて構いませんが、時

間を有効に使うという意味ではよろしいのではないかなと御意見させていただきます。 

 あと、50ページですけれども、大学病院相互の連携も必要だと思います。これは、各県

自体がその県全体を俯瞰して見られるようなメンバーを、例えば地元出身者を構成員の中

に入れていただくと、地元をどうしていこうかという視点がもう少し生まれるのではない

かと思いました。 

 最後ですけれども、医療勤務環境改善支援に関してです。55ページにありますように、

地方で勤務する意思がない理由に労働環境というものがあるのですけれども、これは細か

い部分でどういった労働環境をイメージされているのかがわかりにくいところがあります。

例えば、年代を経た方が労働環境をどう思っているのか、それとも若い世代の方々が労働

環境がどうと思って、そのイメージの相互性があるのかというところがわからない点で、

ここが具体的になると、恐らく地方でどうやって労働環境を改善していけばいいかという

案が生まれてくるのかなと思いました。 

 以上でございます。 



24 

 

○森田座長代理 御意見ということでよろしゅうございますか。 

 では、平川（淳）構成員。 

○平川（淳）構成員 私、精神科病院協会の立場で申し上げます。 

 精神疾患は300万人を超えて非常に需要が多い中で、精神科医も数的にはふえていくとい

うデータを前回もいただいています。ただ、この偏在という問題、地域的な偏在ではなく

て、病院から診療所に、診療所の数がどんどんふえていって、病院と診療所の医師偏在と

いう問題が精神科では非常に大きな問題になってきています。そういう意味で、地域医療

計画、５疾病５事業に精神疾患も入ったわけですから、それを含めて一体的に確保と医療

計画をやっていくのであれば、前も申し上げましたが、精神科診療所の開業規制等、病院

ばかりではなく、診療所についても何らかの手を打っていただきたいというのがお願いで

あります。 

 以上です。 

○森田座長代理 どうぞ、裵構成員。 

○裵構成員 裵です。よろしくお願いします。 

 ２点ございます。 

 各会議体をまとめるというのも大賛成です。まさに筋肉質にしていく、大賛成でござい

ます。ただ、その会議体をまとめて、つまり箱だけつくって終わりではなくて、その会議

をまとめた後の運営、人的資源の充実等のソフト面の拡充がマストだと思います。各都道

府県で充実を図りなさいという方向性は示されました。そのソフト面で、例えばいろいろ

な連携をする人材、まさに組織間をマネジメントしなければいけないという人材を、都道

府県単位でどう育てるのか、それとも都道府県全体に対して、ある程度国が音頭をとって、

そういう人材育成の平準化を図るのか。各都道府県に連携で会議体をまとめてあとはよろ

しくではなくて、何らかのソフト面の充実もセットで考えなければいけない点かなと思い

ます。それが１点です。 

 ２点目は、連携に関しまして、例えば地域医療支援センターと勤務環境改善センターの

連携という場合をとりますと、マネジメント４資源、人、物、金、情報のどの資源をまず

連携するのかを考える必要があります。組織間マネジメントの鉄則としましては、人と情

報から、まず連携していくと、後々の連携がしやすいという流れかと思います。となりま

すと、とりあえず連携をしましょうだけではなくて、その後のフィージビリティーの高い

実行策まで踏み込んだ連携をしなければ、これまた絵に描いた餅で終わってしまう。 

 都道府県の担当の皆様方も恐らくかなり御苦労されていると思います。連携の大切さは

理解するもののその連携の方法がわからない。連携しなければいけないのはわかっている。

ただ、その方法がわからない。ならば、そこに１つ支援を出すというのが、この検討会の

一つのサゼスチョンかなと思います。 

 以上２点でございます。 

○森田座長代理 これについては、事務局、よろしゅうございますね。 
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 この部分にかなり時間を割いてまいりましたけれども、そろそろ次の後半部分に移らせ

ていただきたいと思います。 

 それでは、後半部分、マル４の医師偏在指標について御議論いただきたいと思います。

どうぞ御発言、お願いいたします。 

 堀之内構成員。 

○堀之内構成員 堀之内でございます。 

 ちょっと伺いたかったことは、特に離島とかへき地を抱えていらっしゃる医療機関の場

合は、基幹になる大学病院などから医師が週１回だけ移動して、そこで診療を行っていて、

非常に助かっているという事例もあると思いますけれども、そういう場合はこの指標では

どういうふうに反映できるのでしょうか。どちらのお医者さんになるのか。大学のお医者

さんになるのか、それとも地元のお医者さんになるのか。 

○森田座長代理 事務局、どうぞ。 

○久米地域医療計画課長補佐 まだ、そこまで具体的には。今回は大きな論点を提示して

いるので、今、お話の部分も見ていくことができればよいとは思っておりますし、そうい

ったつもりで聞いておりますが、あとはフィージビリティーとか、得られる情報から、ど

こまで精緻なものがつくれるかという観点もあると思いますので、今の御意見は貴重な意

見として受け止めさせていただきたいと思います。 

○堀之内構成員 患者の流出入のところを見ていて、お医者さんも流出入があるなと思っ

た次第です。 

○森田座長代理 今村構成員。 

○今村構成員 事務局の御意見を伺いたいのですけれども、58ページの医師偏在の度合い

に関する基本的考え方というところで、こういった要素をきちんとエビデンスに基づいて

検討していくというのはすごく大事だと思いますが、個々の項目についていろいろ数字が

出てきますね。それを全体として合わせて偏在の度合いというものを示していただけるの

か、それぞれの要素ごとにみんなデータを出していくのか。 

 それから、経年的なものをずっと見ていくのか。多分、そうだと思いますけれども、現

状はこうです、５年後はこうです、10年後はこうですという近い将来や、中期的な将来が

推計できそうなところまでするというイメージなのか。要素だけが挙がっているので、こ

の辺の要素間の関係はどんなふうに考えられているのか、教えてください。 

○森田座長代理 事務局、どうぞ。 

○久米地域医療計画課長補佐 基本的には、まず医師全体の度合いとして、示す必要があ

ると思っています。それは、現在の時点において見る必要があると思っていまして、現在

どれぐらい偏在が起きているかということがわからなければ、今の対策が打てないという

ことがあるかと思います。それをベースとしまして、将来の医療需要（ニーズ）に基づく

ものについても考えていかなければならない。なので、今と将来のベースを考えなければ

いけない。また、加えまして、その圏域ごと、それから診療科ごとというのも分けて考え
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られるようなものにしていく必要があるというのが今回の提案でございます。 

○今村構成員 おおよその方向性はわかっているのですけれども、個々のここに書かれて

いる要素というのは、例えば医師の年齢とか、一つ一つの要素でデータが出てくるわけで

す。それをあわせたときにどうなるかということまで考えているのか、一個一個の要素だ

けを羅列して並べて出して、どうぞというイメージなのかということ。 

○久米地域医療計画課長補佐 患者の流出入ですとか地理的条件みたいなものは、基本的

な問題を示す際には、まとめて一つのものとして示すような形が、例えば地域医療構想な

どでもそういう形で出しておりますので、考えられるのではないかと思っております。た

だ、それを区域とか診療科ごとに分割して出すという部分も、それは議論のためには必要

ではないかと思っています。 

○森田座長代理 羽鳥構成員、その後、神野構成員。 

○羽鳥構成員 この偏在の度合いはとても大事だと思うのですけれども、60ページには

2025年におけると書かれているのですが、医師を育てるには10年、15年は最低かかると思

います。そうすると、今、議論して、2018年、2020年ごろの人たちがそういう世代になる

のは2035年ということですから、もう10年先も検討しないと、2025年だけでやっていくと

医師はこんなに足りないから、あと1.5倍ふやさなければいけないとか、そういうところが

出てきてしまうと思うので、育てるのに15年かかると想定して、この議論が生きるのが平

成30年とか32年ぐらいかもしれない。その頃には、国民の人口数も減ってくるので、必要

な医師数も減るはずです。そのころを目指すとしたら、もうあと10年先も計算したらいか

がでしょうか。 

○森田座長代理 はい。 

○久米地域医療計画課長補佐 皆様御承知のとおり、一体改革のベースとなる年として

2025年を挙げさせていただいています。確かに、今、おっしゃられたことも重要だと思い

ますので、内部で検討いたします。 

○森田座長代理 では、神野構成員。 

○神野構成員 けさもへき地からここに来ています。能登空港から参りました。 

 今、高齢化だけではなくて、物すごい勢いで地方は人口減になっている。その中で、医

療ニーズだけでいきますと、人口減地域に全ての診療科がある総合病院をつくれというの

はもちろん暴論であります。ただ、セーフティーネットとして、最低、これだけ必要です

ねという視点をこの中にぜひ入れていただかないと、ニーズだけでいけば、例えば私ども

の能登の北部に行きますと、もう医者がゼロでいい、限界市町ばかりだということになっ

てしまうと非常にまずいので、最低限数みたいな視点もぜひ入れていただきたいなと思い

ます。 

○森田座長代理 それでは、北村構成員、続いて、本田構成員。 

○北村構成員 後で出てくるかもしれないのですが、医師不足・偏在をダイナミックに年

代を動かして計算するというのは非常に評価したいと思います。医師の質をぜひそれに加
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えていただきたい。専門医制度が整備されますが、専門医を何人つくるのか、それとも総

合医を何人つくるのか。あるいは、小児科でも、10歳以上の小児科の場合は内科でも十分

診れるわけでして、14歳まで小児科医が診なければいけないわけではないですから、どん

な医者を必要とするのか。 

 今あった能登北部だと、総合医がいないと、１人の患者さんがいろいろな病気を持って

いらっしゃるので、専門医が一揃いセットで揃わなければいけないというものではないと

思います。だから、どういう医師を育てるのかということを含めて議論していただきたい

と思います。 

○森田座長代理 これも御意見だと思います。 

 どうぞ、本田構成員。 

○本田構成員 私もこの偏在の度合いを示す評価指標を導入するということについては、

大変賛成です。これまで長い間、こういうものが必要だと議論されてきたと思います。確

かに、この資料を見ると難しい点も多いとは思います。区域ごと、診療科ごと、入院・外

来ごととか、やるのは大変難しいこともあるとは思いますけれども、完璧というものは指

標にはないと思いますので、やりながら見直すこともあるということで柔軟に進めていっ

ていただきたいということが１つです。 

 もう一つは、ちょっと疑問なのですが、私が勝手にイメージしていたことですけれども、

こういう指標は、全国統一的に見えること、全国が比較できるものにするのだと思ってい

たのですけれども、違うのでしょうか。比較の仕方はいろいろあると思いますし、この指

標の使い方というのは今後検討されるのだと思いますが、67ページには方向性として、都

道府県内で医師が多い地域と少ない地域が可視化されることによって、都道府県内での医

師の調整に使うということしか書かれていないのです。 

 イメージとしては、もちろんそこも重要でしょうけれども、都道府県だけの力ではどう

しようもない部分もあると思いますので、そういう全国的な視野に立って、先ほどご意見

も出ていたような、全体としての視野で調整していくとか、育て方を考えるという使い方

ができるようにしていただけるのかといった点について、確認させてください。。 

○森田座長代理 事務局、どうぞ。 

○久米地域医療計画課長補佐 ここに書かせていただいているのは、まず指定するという

都道府県の話を書かせていただいています。しかし、この度合いを示すような形になりま

すと、各都道府県ごとにも判断できるということにもなります。例えば、研修の関係であ

りますと、臨床研修の定員をどういうふうに配分するかとか、あと専門医もどうするかと

いう話もあるので、それはそういうところでかませていくというのは、全国的な調整につ

ながっていくと思います。 

○森田座長代理 山口構成員。 

○山口構成員 医師偏在の問題というのは、患者にとってもとても深刻な問題という地域

も結構あると思います。ですので、大切ですけれども、とても難しいなというのが実感と
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してあります。 

 そこで１つ質問したいのが、62ページに、診療科別で偏在ということを考えるというこ

とで、小児科・産科が例に挙がっていて、これは数値化するのに非常にわかりやすいとい

うか、すぐに思いつく部分だと思いますけれども、科によっては数値化するのが非常に難

しい科もあるのではないかと思います。そういうことを考えたときに、今後の方向性とし

て、できる科を探しながら、こういう指標をつくっていくのか、あるいは偏在が深刻な科

ということで何か指標をつくろうとしているのか、あるいは科と言っても、大きく内科と

いうのと、循環器内科、呼吸器内科とか、細分化していくとどこまで細分化するのかとい

う問題があると思います。 

 今、この２つがとりあえず出てきたわけですけれども、ある程度一定の方向性を持って

考えることが大事かなと思う中で、どういう方向性をイメージされているのかということ

をお聞きしたいと思います。科の偏在といっても、地域によって偏在の深刻さというのも

全然違うと思いますので、漠然と科ということだけではなくて、どういう地域でこういう

科と、それをミックスして考えていくことも大事かなと思いました。方向性だけ示してい

ただければと思います。 

○森田座長代理 事務局、お願いします。 

○久米地域医療計画課長補佐 理想を言えば、細かく診療科ごとに見ていくことが理想だ

と思います。それは、おっしゃっていただきましたように、フィージビリティーの関係と

とれる情報の関係で実態というのがありますので、今、ここで、こういう方向だというの

はなかなか申し上げづらいのですが、それをいろいろ試行錯誤した上で御相談というか、

こちらでもお諮りさせていただきたいと思います。 

○森田座長代理 それでは、裵構成員。 

○裵構成員 医師偏在の度合いに関する総論は、賛成でございます。地域における医師が

提供する数の総量というのは、当然ながら医師数×１人当たりの質の積分でございます。

先ほど北村構成員がおっしゃいましたように、医師数だけの議論ではなくて、質の議論は

避けては通れない部分です。その質の議論をする際に、人的資源管理の観点から、質とい

うのは時間に応じて必ず疲弊する、つまり低下するものでありますから、純粋に質でこれ

を判断するだけではなくて、働いているうちに長時間労働だったり、１人に負担がかかっ

てしまうと、その質というのも下がっていくものだということをぜひ踏まえて議論を進め

ていきたいなと思っております。 

 それと、もう一点、その質に関してです。考慮すべき要素の一つとして、医師の年齢分

布というものがありましたけれども、厳密に言うと、それに付随するように、例えば医師

の経験年数だったり、また女性医師がどんどんふえておりますので、女性医師の働き方改

革に絡めまして、男性医師と女性医師のデータも必要かなと思います。経験年数や男女比

率等の要素をもう少し分解すると、より精緻な医師１人当たりの質が評価できるのではな

いかと思っております。ぜひ御検討をお願いします。 
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○森田座長代理 それでは。 

○久米地域医療計画課長補佐 女性についてはおっしゃるとおりだと思いますので、でき

る内容は取り込みたいと思っております。ただ、質については、ごもっともな意見であり

つつ、どういうふうに評価するかというあたりもありますので、そこも、先ほど申し上げ

ましたフィージビリティーの関係とかも踏まえて、いろいろ御相談させていただきたいと

思います。 

○森田座長代理 ほかにいかがでしょうか。 

 鶴田構成員。 

○鶴田構成員 病床当たりの医師数というのは、100床未満のところと800床以上のところ

で、100床当たりで４、５倍違いますね。例えば、63ページにあるように、特定機能病院と

一般病院の外来医師数は２倍ぐらい違っています。 

 私も試算したことがありますけれども、大学病院で例えば患者１人当たり15分ぐらい診

療にかかると、１時間で４人、８時間で32人。開業医の先生は、１日で100人とか150人診

られるところもありますので、提供する医療のレベルによって、医師１人が診れる患者数

が変わることもあります。全体の医師数はどのぐらいが妥当かというのが決まって、その

後、個別に配分しないと、積み上げ形式でいくと合成の誤謬が起こって、適正な医師数は

どうなのかというのが、きっとわからなくなってしまうのではないかという危惧を持って

います。 

 ニーズというのは今のニーズであって、平均在院日数が短くなって患者さんがいなくれ

ば、本当に必要な医療かと言われるところまで提供される医療が増加することもあります。

例えば昔、脳外科は70歳になったら手術をしないという基準があったようですけれども、

今、90歳でも100歳でも心臓手術をすることがありますので、どのレベルの医療を提供する

のが妥当かというのがないと、トータル医師数、もしくは偏在を含めて検討するのが難し

いかなと思います。特に、へき地とか人口の少ないところで提供される医療レベルという

のは、最低セーフティーラインとしてどのぐらいが妥当かとか。難しいですけれども、そ

ういう議論がないと、みんながみんな800床以上の病院に勤めたら、医師の数は切りがない

という気もします。 

 あと、高齢者医療のあり方とかを含めて考えないと、この偏在を含めて、トータル医師

数と偏在というのは非常に大変だと思います。感想ですけれども。 

○森田座長代理 ほかによろしいでしょうか。 

 では、権丈構成員。 

○権丈構成員 意見ですけれども、３ページに、「医療計画は、全国的に医療資源の総量

は一定の水準を満たすものの、地域偏在が大きいこと、機能分担・連携が不十分であるこ

とから、都道府県が定期的な計画を作成し、効率的に医療提供体制を構築することを目的

として、昭和60年の第１次医療法改正により導入された」というのがあります。ここから

30年以上の反省に基づいて、今、大きく動いてきているのですね。昭和60年に都道府県に
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医療計画を任せたけれども、都道府県は全く責任もないし、一体何なんだという状況だっ

たのが、来年４月に国保の保険者として都道府県が変わっていく。 

 そこに都道府県が本気を出して、保険者として提供体制の責任を持って対応していかな

ければいけないというときに、先ほどの話もありましたけれども、いろいろな会議がぽつ

んぽつんと今まで出てきていて、これが都道府県のほうで運営しようにも困ってくるとい

うところがあって、先ほど26ページにありましたけれども、去年９月にこの医師需給分科

会のほうで、構成員みんなの意見として、これは統一していかなければいけない、整理し

ていかなければいけないということを受けて、国が今、動いているという段階にあるのだ

と思います。ですので、都道府県が今まで、これだけしかやっていない、あれだけしかや

っていないというデータもありますけれども、これは今までの都道府県であって、来年か

らどうなるかは、ちょっとわからないですね。ただ、これまでの状況を公開していくこと

はとても大切だと思います。 

 来年から都道府県が国保の保険者となり、医療提供体制の責任を持ってやっていく。そ

こにある程度、そういうことを見通せる人たちを配置して運営していくという状況に変わ

っていったときに、よりよい展開になるのか、よくわからないというのがありますが、良

い展開になることが期待されているし、国保の都道府県化ということでインセンティブも

組み込まれた。 

 もう一つ、地域のいろいろな指標をつくっていくというのがあるのですけれども、例え

ばこの検討会で、去年、総医師数の将来のビジョンをつくっていって、将来の医師数をど

ういうふうに算定されるかということをやっていった段階で、男女の違いとか労働時間に

ついては、幾つかのパターンをつくってという形で、かつての手法とは随分変化してきて

いるのですね。だから、この方向性で、今、書かれているような診療科とか、いろいろな

ものを組み込んでいって、地域でということになっているのですけれども、それは、先ほ

ども紹介した昭和60年に書いてありますように、「全国的に医療資源の総量は一定の水準

を満たすものの、地域偏在が大きい」というのは、本当は地域間の話ということがおのず

と展開されていくような話になると思っておりますし。 

 ここの医師需給分科会でも、そういう話は相当出されましたし、私も前回のときにも、

総医療費はある程度固定されている。総医師数も固定されている。それをどう配分してい

くかという時代に入ってきているので、医師が豊富にいるところから、物すごく不足して

いるというところに移動するしか答えはないよという話をこの前もしているわけですけれ

ども、そういう指標のつくり方というのは、かつてとは随分違う段階に入っているという

ことは、私たちは共有しておいたほうがいいのかなという気がいたします。 

 最後に、神野先生も、多くの先生も、医療ニーズという表現をされていましたけれども、

経済学では、支払い能力に裏打ちされたニーズが需要になりますので、ニーズと需要との

間には距離がありまして、医療政策はニーズに見合った提供体制、ニーズに見合って利用

できるようにという形で政策を展開しています。需要ではない、支払い能力とか資産とか
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所得に関係なく、ニーズに見合った形で利用できるような提供体制、医療政策をやりまし

ょうというのが大きな目的になっております。 

 例えば、社会保障制度改革国民会議の中では、医療ニーズという言葉が20回ぐらい出て

きます。あと、医療・介護の情報専門調査会の第１次報告も、本文のところは全部ニーズ

になっています。医療は、ニーズがあっても医療機関がないために需要にならなかったり、

ニーズがなくても需要が創られることもあったりもしますので、需要という表現をすると、

ちょっと難しい話になります。神野先生も先ほど使われていたように、私もこれから先も

ニーズという形で使わせていただこうと思うと同時に、こういう形で書かれるとなかなか

解釈が難しくなるので、次回からはニーズで統一させていただくことはできないでしょう

かということを提案させていただきます。よろしいでしょうか。 

○森田座長代理 事務局、よろしいですか。御提案ということです。 

○久米地域医療計画課長補佐 書き方を工夫します。 

○森田座長代理 それでは大分時間が押しておりますので、資料１に関する議論はこれで

終わらせていただきますが、よろしゅうございますね。 

 あらかじめ申し上げておきますと、本日は私も含めてですけれども、この後の御都合の

ある方もあって、２時50分で終了させていただきたい。これから資料２についての御説明

に入っていただきますけれども、議論が尽きない場合には、また改めて議論をする。重要

な問題ですので、そのようにさせていただきたいと思っております。 

 それでは、続きまして、議題２「医師養成過程における地域での医師確保について」、

事務局から簡潔というわけにはいきませんけれども、スピーディーに御説明をお願いしま

す。よろしくお願いいたします。 

○奥野医事課長補佐 では、私のほうから説明させていただきます。 

 資料２をおめくりいただいて、１枚目でございますが、この冊子では、（１）医学部、

（２）臨床研修について御説明させていただきます。（３）専門医につきましては、次回

以降、御紹介させていただきたいと思っています。 

 資料については飛ばさせていただいて、５ページ目をごらんください。これは、直近の

平成29年度の臨床研修修了者アンケートからとっておりますが、地域枠の地元定着効果、

そして、地域枠ではない地元出身者の定着割合を見ています。 

 左側の列が臨床研修を行ったところ、右側の列が臨床研修修了後、専門研修に入ったと

きに残っているかどうかということでございますが、地域枠の方は８割程度残っている。

地域枠でなくても、地元出身の方は同じぐらい残っているということが改めて明らかとな

ったわけでございます。 

 これまでのデータですと、卒後３年目までしか追えずに、それ以降、長期に定着するか

どうかがわからないということがあったのですけれども、６ページ目をごらんください。 

 これは、緑の線が、地元の大学に行った人がその地元に定着したかどうかというものを

長期的に見ているものであります。これは、例のビジョン検討会の働き方調査で明らかに
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なったのですけれども、これはコホート研究ではなく、今、御高齢の方等にアンケート調

査をしてわかったものでございますが、ずっと８割程度で定着が見られるというものでご

ざいます。 

 青い線、赤い線は、出身もしくは大学が今、勤めているところとどちらかが一緒という

パターンで、これは50％程度。両方一緒だと８割に上るということでございます。 

 こういうわけで、地元の出身者が定着するというエビデンスはかなり強固なものだと考

えておりますが、７ページ目をごらんいただきますと、地元出身者の割合というものは、

大学によって大分差があるということでございます。 

 ８、９枚目は、前回、御参考でお示ししておりますが、地域枠及び地元出身枠というの

は、設けられておりますが、ばらつきもあるということでございます。 

 10ページ目、ここで中間的に整理させていただきますと、まず現状につきましては、地

域枠については、キャリア形成プログラムを引き続き活用しつつ、２つ目の丸でございま

すが、地元出身者であれば、地域枠採用でなくても、地域枠の医師と同様の地域定着傾向

が見られるため、地域枠だけではなく、地元出身者のための入学枠についても、拡充を図

っていく必要があると判断しています。 

 具体的な方策でございますが、見直しの方向性で、マル１でございます。こちらは、偏

在指標を先ほどお話しさせていただきましたが、こういうものも使って、医師少数の県で

あると判断された場合には、例えば、知事が大学に対して、地元出身者枠を設けてくださ

いということを要請するという仕組みを設けてはどうかと考えております。先ほど堀之内

先生からも御示唆がありましたが、こういった地域枠でない地元出身者の方に対しても都

道府県が積極的に働きかけて、キャリア形成プログラムの策定等、支援を行ってはどうか

と考えております。 

 これは同じ都道府県で定着させていくという話でございますが、続きまして、県をまた

ぐ地域枠についても少し議論させていただきたいと思っておりまして、どういうことかと

申しますと、地元の大学に十分に定着が図れるかどうかというのは県差がございますので、

他の都道府県で養成されて、地方に定着してくれるというものもあわせて推進していって

はどうかと考えております。 

 11ページ目は、県をまたいだときの地域枠の効果を見ておりますが、このデータを見ま

すと、７割以上の定着がされているということでございます。 

 さらに詳細なデータとして13ページを御用意しております。これは、今回新しくデータ

をとったものでございますが、何を見ているかというと、地域枠の方、県またぎ、また県

またぎでない方も含めて見ております。要は、奨学金を返却して離脱した人がどれぐらい

いるかということを見ております。 

 県またぎをした場合については、それなりに離脱者がいるという想定もしておったので

すけれども、結果を見てみると２割以下という割合に抑えられておりまして、ほとんど離

脱せずに定着しているという傾向が見られます。 
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 よって、14ページ目の御提案でございますが、見直しの方向性として、１つ目の丸、医

師が不足している都道府県においては、地元出身者枠の拡充だけではなくて、他の都道府

県の学生を受け入れることが必要ではないかと考えております。 

 具体的には、医師偏在指標によって医師が多数であると判断された都道府県の地域枠に

ついては、その一部を、医師が不足している都道府県の地域枠として活用してはどうかと

考えております。 

 15ページは、そのイメージ図でございますので、御参照ください。 

 続きまして、臨床研修の論点でございます。大きく２つございますが、まず１つ目でご

ざいます。 

 17、18ページは、データをお示ししましたが、地元定着をさらに強めるためには、臨床

研修を同じ県で受けることが非常に大事だということでございます。 

 続きまして、20ページ目でございます。済みません、ページ番号を振っておりませんが、

今、臨床研修制度はマッチング制度を採用しておりまして、もちろん研修希望者に希望を

聞くのですけれども、病院にも希望を聞いて、それをマッチングさせて、マッチングの結

果で採用を決めるという仕組みにしております。 

 ただ、この場合に１つ問題点というか、制度的な不備がございまして、21ページ目でご

ざいます。このマッチング制度ですと、地域枠で県内に従事する義務が課せられていたと

しても、マッチングの結果、マッチしなければ、その県内の病院で働けない可能性がある

ということでございます。複数の選択肢があるので、現実として、こういう問題が顕在化

しておりませんが、仕組みとして、きちんとこういうところのサポートがされていないの

は問題だと我々は考えておりまして、22ページの現状と課題で整理しております。 

 １点目については、地元定着を上げるために地元で臨床研修を行うことが大事であると

いうこと。 

 ２ポツ目でございますが、現行のマッチングの仕組みでは、地域枠の医師が、義務が課

せられた地域で勤務できない可能性があるという問題がございます。 

 それで、見直しの方向性としては、今、行っている一般のマッチングと分けて、その前

に地域枠の医師や地元の出身者等を対象とした選考を行ってはどうかと考えております。

その際、医師偏在指標により医師が多数であると判断された都道府県については、一律で

はない慎重な検討が必要かと考えております。 

 続きまして、まだ１点目ですけれども、現行の仕組みは飛ばして、26ページ目をごらん

いただきたいと思います。 

 現状としては、臨床研修病院の指定というのは、定数も含めて国が行っている状況です

が、地域の病院の研修体制の構築状況や勤務状況、医師養成体制と地域定着の関係等につ

いては、都道府県がより実態を把握しているので、その指定権限や募集定員設定について

は、都道府県に権限をおろす、あるいは関与を強めるということをどう考えるかという論

点整理をさせていただいております。 
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 最後に、募集定員倍率でございます。28ページ目のとおり、これまで臨床研修の募集定

員の倍率の上限を定めてきておりまして、その結果として29ページ目をおめくりいただき

ますと、左のグラフでございますが、紫の都市部と地域のところでは、どんどん都市部が

減っていって、地方が上がっているということが見られております。しかしながら、まだ

都市部の平均採用率が高く、地域部では低いという現状も残っておりますので、さらに圧

縮するということを考えております。 

 具体的なシュミレートとして、33ページをごらんいただきたいと思います。 

 これは、定員倍率を37年度に1.05倍にした場合のシミュレートですけれども、黒いとこ

ろが29年度の実績であります。実績を超えて定員が減ってしまう問題があるのは、京都府

であるということ。京都府以外は、現行の定員は確保できるという状況と考えております。 

 34ページ目をおめくりいただきますと、1.00倍にさらに圧縮すると、さらにハレーショ

ンが大きくなるという状況がございます。 

 さらに、募集定員倍率を下げ過ぎるとアンマッチがふえてくるという問題もあるかなと

考えておりまして、36ページ目でございますが、見直しの方向性につきまして御提案でご

ざいますが、さらに臨床研修医の都市部への集中を抑制していくためには、募集定員倍率

を圧縮させていくとともに、特に大都市圏の都府県については、募集定員をより圧縮する

こととしてはどうかということを考えております。 

 ただ、その場合は、採用実績数の減少やアンマッチ率の増加、病院間の競争の低下等に

十分配慮して行う必要があると考えております。 

 最後に、計算方法についての御提案でございますが、37ページの左上でございます。 

 定数については、人口で考えるものと医学部定員によるものと２種類ございます。要は、

医学部定員が多いところは、人口にかかわらず、一定の定数が定められることになってお

りまして、38ページの現状をごらんいただくと、緑のところが医学部定員の方式を使って

いるところで、明らかに西高東低の傾向が見られる。また、医学部入学定員でやっている

ところについては、黒い採用実績に比べて定員上限が大分下がるということで、余裕があ

るという状況となっておりますので、少しここを変えていくことを提案させていただきた

い。 

 具体的には41ページでございますが、都道府県別の募集定員上限の計算式について、医

学部入学定員による募集定員の増加については一定の上限を加えること。その際、医師不

足地域等へ配慮するという観点から、地理的条件を踏まえて増加させるということもあわ

せて考えられるかと思っております。 

 以上、駆け足でございますが、説明させていただきました。 

○森田座長代理 ありがとうございました。 

 あと、予定された時間が５分ぐらいになってしまいましたけれども、これも２つに分け

てとシナリオにあるのでございますけれども、多分、時間切れになると思いますので、今、

手を挙げていらっしゃる方、山口構成員と堀之内構成員と今村構成員と小川構成員、４人
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の方に御発言いただいて、きょうのところは終わりにさせていただきます。 

 では、山口構成員から。 

○山口構成員 次回以降のことでお願いでございます。 

 26ページに都道府県の関与を強めることとすることについて、どう考えるかと書いてあ

るのですけれども、こういうふうに変えていくことによって、考えられるプラスの面とマ

イナスの面を具体的に挙げていただいて、次回以降の議論の私たちの考える材料にしてい

ただきたいと思います。ぜひ資料を出していただきたいというお願いです。 

 以上です。 

○森田座長代理 お願いいたします。 

 続きまして、堀之内構成員。 

○堀之内構成員 堀之内でございます。 

 15ページの県またぎと言われたところですけれども、先ほど私がコメントいたしました

続きですけれども、医学部入学時研修開始、専門研修開始というところがシャッフルでき

るポイントだと思います。確かに奨学金とかで縛られていないということで、難しいとこ

ろはあると思うのですけれども、初期研修であるとか専門研修に関しても、若手の医師を

どうしても都市部に集めたいけれども、都市部にたくさんマッチさせるわけにはいかない

ので、将来、地域に戻すという約束でしたらマッチさせてもいいですよという仕組みがあ

ってもよいのではないかと思われます。要するに、都市部の有力な病院に最初の育成のと

ころを少し任せて、その後、また地元に戻っていただくということも、多段階的に考えて

いただけるとよいかなと思いました。 

○森田座長代理 ありがとうございました。 

 それでは、今村構成員、どうぞ。 

○今村構成員 確認です。臨床研修のあり方については、臨床研修部会が開催されて、そ

ちらでさまざま審議されていると思いますけれども、この会との関係というか、医師需給

分科会から臨床部会ではこういう点を考えて検討してくださいという話なのか、あくまで

臨床研修部会では、今、こういう議論で進んでいるという報告を受けるという形で承れば

いいのか、確認をお願いします。 

○森田座長代理 事務局、どうぞ。 

○奥野医事課長補佐 御指摘のとおり、臨床研修部会において同時並行で議論が行われて

おります。あちらのほうは、医道審議会という審議会の場で議論しておりまして、基本的

にはあちらのほうで制度設計していくことになっていますので、本検討会において御議論

いただいて、意見については臨床研修部会に報告させていただいて、議論を反映させてい

ただいて、決定については向こうでさせていただいて、こちらに御報告するという形をと

らせていただければと考えております。 

○今村構成員 そうしますと、こちらの意見も相当尊重していただける可能性があるとい

う理解でよろしいですか。 
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○奥野医事課長補佐 ちゃんと伝えさせていただきます。 

○今村構成員 ありがとうございます。 

○森田座長代理 よろしいですか。こちらの会議が重複しているようですけれども、よろ

しくお願いいたします。 

 それでは、小川構成員。 

○小川構成員 皆様のお手元にある物すごい厚い過去の資料で、第２回分科会というもの

がございまして、その資料５－１と２です。これは、日本医師会と全国医学部長病院長会

議が2015年12月にまとめた緊急提言でございます。 

 この中で、１つは、４ページに、出身大学がある地域病院で臨床研修という提言をされ

ておりまして、きょう、御説明いただきました臨床研修修了者のアンケート調査からすれ

ば、こういうものの効果があるということは明確になったわけでございます。その中で、

３ページに、医師キャリア支援センター（仮称）構想というものを、あの当時提案させて

いただいたわけであります。これは何かといいますと、大学が卒業生を全部把握して、そ

して、どこで、どういうキャリアを積んで、どういうふうになって、どこで働いているの

か。これをやりますと、今、問題になっておりますフリーランス医師がどうなのだという

実態もわかるわけでございまして、お願いと提言でございます。 

 したがって、前回か前々回のこの検討会で、３師調査の結果を使って医籍登録番号とひ

もづけにして、過去の卒業生が今、どういう経緯をたどってきたかということもある程度

わかるわけでございますので、このエビデンスをちゃんとして、そしてちゃんとしたエビ

デンスに基づいて、今後の偏在対策をやっていく提言をしていくのであれば、厚生労働省

の科学研究費補助金で、三十何万人の医師全部をスクリーニングすることは不可能でござ

いますけれども、その中で必要なところをピックアップしてエビデンスを出していくとい

う厚生労働省の班会議をつくっていただけませんかという提言でございます。 

○森田座長代理 これについて、お願いいたします。 

○奥野医事課長補佐 お答えさせていただきます。 

 医師のデータベースにつきましては、まさに今、構築中でございます。これまで縦割り

というか、年度での区切りでしかなかったので、追えるものを今、構築しておりますので、

まずはこちらでできてから、その内容を見ながら、御指摘の点を踏まえて検討させていた

だきたいと思います。 

○小川構成員 それは、卒業した医師が、こういう医籍登録番号を持っている医師が、ど

ういうところでキャリアアップして、そして臨床研修を受けて、専門医を持って、現在、

どこで働いているということがデータベースでわかるということになるわけですか。 

○奥野医事課長補佐 おっしゃるとおりでございます。 

○森田座長代理 ありがとうございました。 

 それでは、予定された時間が来たようですので、本日のところはこれまでにさせていた

だきます。もちろん、２番目のアジェンダにつきましては議論が尽きておりませんので、
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次回以降、事務局のほうで検討していただければと思います。 

 それでは、事務局から今後の進め方、今の部分も含めてですけれども、お願いいたしま

す。 

○奥野医事課長補佐 今後の議論の進め方につきましては、具体的には片峰座長と御相談

の上で決めさせていただければと思っております。 

○森田座長代理 ありがとうございました。 

 最後に、次回の日程等につきまして、これも事務局からお願いいたします。 

○奥野医事課長補佐 次回の医師需給分科会の日程につきましては、追って事務局から御

連絡させていただきます。 

○森田座長代理 ありがとうございました。またお知らせがあるそうです。 

 それでは、本日の会議はこれで終了とさせていただきます。どうもありがとうございま

した。 


